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一定の機械装置の固定資産税が 

３年間半減する特例とは 
 

 

２０１６年７月１日から施行されております「中
小企業等経営強化法」には、中小企業者等
が取得した一定の機械装置の固定資産税を
３年間半減する特例が盛り込まれております。 
 施行日以後に国の認定を受けた経営力向
上計画に基づき取得した一定の機械装置が
対象となりますが、機械装置の取得が施行日
以後であれば、特例の前提である経営力向
上計画の申請は機械装置の取得後であって
も構いません。 
 ただし、計画申請を機械装置の取得後に行
った場合には、 
①機械装置の取得日から６０日以内に計画が
受理される必要があること 
②機械装置の取得後、年末までに計画が認
定されない場合は、減税期間が２年となること
にご注意ください。 
 
 生産性の向上要件を証する工業会等が発
行する証明書は申請から発行まで数日から２
ヵ月程度かかり、主務大臣に申請する計画の
認定に当たっては、受理から認定までは最大
３０日を要するといわれております。 
 また、軽減特例の対象となる機械装置は、
販売開始から１０年以内のもので、旧モデル
比の生産性（単位時間当たりの生産量等）が
年平均１％以上向上する１６０万円以上の機
械装置をいいます。 
 
 
 

 
 
 
生産性向上の要件は、設備メーカーを通じて、その
設備を担当する工業会等による証明書発行を申請し
て取得した経営力向上設備等の証明書で確認しま
す。 
 経営力向上計画が認定された事業者は、法律の施
行日（７月１日）から２０１９年３月３１日までに生産性を
高めるための機械装置を取得した場合、その翌年度
から３年度分の固定資産税に限り、その機械装置に
かかる固定資産税が２分の１に軽減されます。 
 上記のように、工業会等が発行する証明書の発行
や主務大臣が計画を認定するまでには一定期間が
かかりますので、余裕を持ったスケジュールで申請す
る必要があります。 
 なお、計画の申請書について、申請先の相違や重
度の不備がある場合は差し戻しとなり、受理できない
場合もあります。 
 
 また、軽微な不備の場合においても、各事業所管
大臣からの照会や申請の差し戻しがあり、手続き時
間が長期化する場合もあるといいます。 
 とくに、機械装置の取得後に計画を提出する場合
には、取得日から６０日以内に計画が受理されなけれ
ば、特例が適用できなくなりますので、該当されます
方は、ご注意ください。 
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当団体は、異なる業種の経営者が相集い、 力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 
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